



































































































































況は異なる。フルトン郡では LOST（Local option sales tax、地方消費税）を徴収しているほか、さらに






























当初、全業務を一つにまとめた包括契約を CH2M Hill 社と結ぶ方針だったが、サンディス
プリングス市に比べて税目が少なく予算規模が小さいことや、金融危機による財政への影



















































































Inherently governmental function（政府固有機能）か Commercial（市場で調達が可能）
かで分類を行おうという試みが 1960年代から始まった。しかし、当時は一定の機能は外部
委託してはならないとしたのみであり、いわゆる「市場化テスト」である行政管理予算局
通達（OMB Circular A-76）が 1980年代に出された際にも、あらためて政府固有機能を「政
府被用者による遂行を義務付けるほどに公益に密接に関連する機能」と定義するにとどま
っている。OMB Circular A-76 を受けた連邦調達規則（FAR）サブパート 7.3 において「本
質的に政府の機能（Inherently governmental）」の業務は政府の職員が行い、「商業的機能
（Commercial）」は競争の対象とすべきであるとし、本質的に政府の機能については事業者
に委託すべきではないとしている。また FAR サブパート 7.5 においては、本質的に政府の
機能として犯罪捜査、軍隊の指揮、外交、政策や規則の立案、諜報活動、連邦職員の人事
                                                   











































図表 3 各自治体の民間委託の範囲と形態 

































































































































































Deannexation, and Incorporation Study Committee）」を設置し、地方自治体の設立や併
合等の手続きの透明性、公平性、州民の利益の最大化の確認と負の影響があった場合の対
応を検討することとした。この委員会では、自治体が行使する権限を拡大の際に住民投票
を必要と定めている City lite 自治体の憲章が、自治体の権限の制限等は「一般法」によ
ってのみ可能であると定めた州の憲法に違反する可能性があると指摘した。また、同州は
ホームルールを採用する州であり、郡の中に市が設立された場合、一部の権限は自治体が
郡よりも優先して持つものであるとして 2015 年に OCGA（ジョージア州法）セクション 36
－31－7.1などの条項を追加した。この条項は、郡内に自治体が設立された場合に、郡と市


































































































































































































































































































サンディスプリングス市が設立された当初、市役所業務を委託された CH2M Hill 社が、
市域内で活動している事業所登録や酒類販売登録を改めてチェックし、GPS上にマッピング
した。それによって市制発足以前に登録されていた数が実際に登録すべき数の半数程度だ




ブ制度を導入した。サンディスプリングス市での CH2M Hill 社の契約は、一定額の委託料
を支払っており、申請数が少なくても民間事業者にとっては安定した収入が得られるもの
だった。これに対して、ジョンズクリーク市では市と同社との契約は無償の契約で、申請



















図表 6 リスク移転と包括化の総合と民営化都市の移転 
 
(根本（2008）を基に筆者作成)     
根本（2008）は、サンディスプリングス市等（特に当初の一社一括の包括民間委託）つ
いて「CH2M Hillが指向する包括化の特徴は、資産を保有しないことである」と指摘してい
る。つまり、資産の所有権ごと民間へ譲渡する民営化（Privatization）とは異なり、資産
の所有権は公共に残しながら、必要とされている機能（公共サービス）の提供のみを民間
へ委託する。根本は、この背景として、道路や公園などを含むインフラ等の取得費用（郡
から新市への移管時）が廉価であることや、新市が当初は庁舎も含めた公共施設を民間ビ
ルのテナントとして利用するなど資産を所有しない形態を多くとっていたことに加えて、
資金調達に難がないことから公的資産の売却など（民営化も含む）民間資金の活用がさほ
ど必要なかったことなどがあったとしている。他方、財政面で困難な状況に陥っているこ
とが多いわが国の自治体においては、不要な資産の売却（民営化を含む）なども含めた PPP
の方向性も追求すべきとしている。所有権の移転と包括委託の延長線上にある「民営化都
17 
 
市」の可能性についても言及している。 
日本においても、中央省庁の一部部署等を含め民間のオフィスビルを賃借して官公庁の
執務スペースとして利用しているケースや、リース式庁舎などの整備も進んでいる。行政
庁舎は、利用主体である自治体の活動の継続性があり、長期的な利用を前提としているこ
とを考えれば、自ら施設を所有し、建設、維持管理することが効率的であることが多いが、
人口規模の縮小を受けた市町村の合併や電子化などによる庁舎規模の縮小等が見込まれる
場合、民間が所有する施設を利用する手法もより積極的に検討がなされるべきであろう。
さらに、公共施設では異なる用途・目的や補助金で作られていながら、会議室機能のよう
に重複し、かつ民間でも提供可能なスペースも多い。茨城県ひたちなか市のように、市営
住宅の一部を家賃補助に置き換える自治体なども出てきており、特に建築物については、
自治体の所有にこだわらない見直しが有効であろう。公用車をはじめ民間との共用、シェ
アなどが可能な資産もある。こういった資産については、積極的に所有の見直しを進める
べきである。 
一方、ネットワーク型の土木インフラ（道路、水道、下水道など）については、公共財
としての性質も強く、また他地域との連続性、接続性や災害時の対応なども求められるこ
とから、一般に営利企業が整備するのは困難であると考えられており、民間によるニュー
タウン地域などを除いて原則は公共が広域連携等を利用して実施しているケースが大半で
ある。 
 
日米では自治体の成り立ち、業務範囲、市民からの期待が異なる。しかしながら、サン
ディスプリングス市周辺で新たな自治体が設立され、各自治体が自らの地域で自ら徴収す
る税金によって、どの程度のサービスをだれが提供すべきかという模索が行われ、時間を
追うごとに試行錯誤、変化している様子は、今後ますます高齢化、人口減少が進み公共サ
ービスの需要増加と財政制約が厳しくなる日本の自治体において「最低限の公共サービス
は何か」「自市の住民が最も望んでいるサービスは何か」を考え、そのための組織形態、提
供主体の在り方を検討する際に大いにヒントになるだろう。 
 
（注）本稿で取り上げているサンディスプリングス市他の情報は、2008 年以降複数回実
施している現地視察でのヒアリング、インタビュー等による。 
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